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研究成果の概要（和文）：本研究の研究成果は、以下の3項目にまとめられる。すなわち①SEEA、製品LCAおよび
NCAの先行研究および導入事例を調査・整理して、これをもとに、メソ環境会計として、地域的サプライチェー
ン（SC）および産業クラスターにおけるデータを整理・分析する枠組みをモデル化した。②岩手県遠野市の木材
産業クラスターを事例として、フィールドワーク調査から収集したデータをメソ環境会計モデルに適用し、地域
が抱える課題や、地域に波及する経済効果・社会効果等を明らかにした。③地域の自治体・事業体等に対して、
意見交換会およびワークショップを実施し、研究成果をフィードバックした。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to promote area development and management by 
modeling a meso-environmental accounting. Meso-environmental accounting focuses on the regional 
supply chain and industrial cluster of natural resources such as forest, water, mineral resources 
and so on. I did a field research in Tono, Iwate Prefecture, Japan where regional timber supply 
chain was functionating and becoming an industrial cluster. The meso-environmental accounting model 
intends to account for material flows of timber, wood biomass and for value added, employment and 
the reduction of GHG in the Tono area. Fact finding of this model is although there is a framework 
for public-private partnership, in reality, an integrated production system from timber production, 
sawing, drying, laminating pre-cutting and so on has not been realized in the region. The results 
will be taken into consideration for the regional policy of the local government and other 
participants to the timber industrial cluster.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
SCを対象とした環境会計としては、カーボン会計が進んでおり、スコープ3におけるGHGの削減が重要視されるな
かで、実務が先行してきている。それに対して、淡水、森林、鉱物等の自然資本は多用かつ地域性が高く、研究
は始まったばかりといえる。本研究は、森林から生み出される木材等を事例として、地域的SCおよび産業クラス
ターを対象とした環境会計の研究であり、国内外の環境会計研究に大きな影響を与えると期待される。また、本
研究の成果は、学会発表、雑誌への投稿および著書の出版として社会に発表するだけではなく、ワークショップ
等を通じ自治体・事業体等と共有して、地域の課題の解決を図るために用いられている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 国連サミットにおける SDGs（Sustainable Development Goals）の採択や、COP（Conference 
of the Parties）におけるパリ協定の合意等、2015 年は、森林・水・生物多様性等の自然資本と
企業活動との関係性に注目が集まる年であった。SDGs は、2030 年を目標年として 17 の領域に
おける目標と、169 のターゲット、232 の指標を設定している。企業は SDGs の達成ために役割
を有するとされている（UN 2015, 41.）。パリ協定では、世界共通の長期目標として、世界の平
均気温上昇を産業革命以前に比べて 2℃以内に保ち、1.5℃に抑える努力をすることが掲げられ
た。多数の企業が自らのサステナビリティ戦略に、GHG（Greenhouse Gas）の削減目標を設定
するようになってきた。 
 企業間の SC（Supply Chain）は、地球規模において複雑な流れで構成されており、自然資本
に対して、企業活動に起因する負荷が生産地・消費地のみならず、SC を通じてローカルかつグ
ローバルに波及している。IIRC（International Integrated Reporting Council）の報告フレー
ムワークにおいて、自然資本が、組織が価値創造の際に依拠する 6 つの資本のひとつと位置付
けられたように（IIRC 2013, 2.15.）、また、SC 全体における GHG 排出（スコープ 3）の削減
が重要視されるなかで、企業は自らの活動だけでなく、SC における間接的な活動も評価対象に
含めることが要求されるようになってきた。 
 例えば、木材等の利活用は、FSC（Forest Stewardship Council）や SGEC（Sustainable Green 
Ecosystem Council）、PEFC（Programme for the Endorsement of Forest Certification Schemes）
等の森林認証制度の原則・基準に見るように、SC を通じて、国土保全や温暖化抑制等、多面的
な公益的機能を生み出す森林生態系の保全、森林管理を担う林業の保続性、また、地域社会の産
業・文化・暮らしと結びついている。 
 自然資本を対象とする会計モデルは、マクロ領域を中心に開発が行われてきたが、SC を通じ
た企業活動と自然資本の関係を“見える”ようにできる手法として、環境フットプリント（EF: 
Environmental Footprint）の開発が始まった。EF は製品 LCA（Life Cycle Assessment）の手
法のひとつである。EF は、製品・サービスの原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでのラ
イフサイクル全体を通して排出される温暖化ガスの排出量を CO2等価に換算する CFP（Carbon 
Footprint of Products）や、ライフサイクル全体を通じて直接的・間接的に消費・汚染された水
の量を定量的に算定する WFP（Water Footprint）として具体化されてきた。CFP や WFP は
温暖化や水問題という特定の地球環境問題（環境影響領域）を対象としているが、欧州委員会は
2010 年から多様な環境影響領域を対象として EF の開発を進めている。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、森林・林業、木材および木質系バイオマス（木材等と略す）を対象に、SEEA（System 
of Environmental Economic Accounting）に代表されるマクロ環境会計、製品 LCA および NCA
（Natural Capital Accounts）の考え方を用いて、メソ環境会計のモデルを拡張することを目的
とした。当初は製品 LCA をもとにしたモデルの展開を想定していたが、NOC（Natural Capital 
Coalition）は、2016 年に自然資本プロトコル（Natural Capital Protocol）を公表しており、自
然資本を対象とした会計として、自然資本プロトコルに基づく NCA（Natural Capital Accounts）
に注目が集まるようになっている。そのため、本研究は、SEEA、製品 LCA および NCA の考
え方を用いて、メソ環境会計モデルの展開を図ることとした。なお、メソ環境会計は、企業等を
対象としたミクロ環境会計と、国家規模のマクロ環境会計との中間にあるシステムとして、特定
の地域というある一定の空間的広がりを会計単位とする。 
 具体的には、以下の 3 項目を目的として掲げた。すなわち（1）SEEA、製品 LCA および NCA
の先行研究および導入事例を調査して、それらをメソ環境会計と結びつけ、比較研究を行なう。
（2）林業の活性化および木材等の利活用が、生態系・生物多様性や地域経済・社会に与える影
響の評価を行ない、地域的 SC および産業クラスター（SC・クラスターと略す）全体に及ぼす
影響を環境的・社会的に“見える”ように、メソ環境会計のモデルを開発する。（3）国内の林業
地を事例として、メソ環境会計をもとに国産材の EF の計算をシミュレーションし、また、選択
的なシナリオに基づき NCA を踏まえたメソ環境会計によるシミュレーションを行い、海外から
の輸入材（外材）との比較研究を行なうこととした。 
 
３．研究の方法 
 2016 年度は、木材等を中心に、国内・海外における SEEA、製品 LCA および NCA の先行研
究および導入事例を整理し取りまとめ、メソ環境会計と結びつけ比較研究を行なった。また、日
本の林業地に対するフィールドワークに基づき、林業の活性化および木材等の利活用が、SC・
クラスターを通じて森林の生態系・生物多様性、地域経済・社会に与える影響の評価方法を検討
した。2017 年度は、林業の活性化および木材等の利活用が SC・クラスター全体に及ぼす影響を
環境的・社会的に「見える」ように、SEEA、製品 LCA および NCA と結びつける形で、メソ環
境会計のモデルを開発していった。また、文献調査・実地調査に基づきケーススタディの対象と
なる林業地として、岩手県遠野市の木材産業クラスターを選定し、調査を開始した。 
 2018 年度および 2019 年度は、岩手県遠野市を事例として、メソ環境会計の適用を図った。
具体的には、遠野地域木材総合供給モデル基地（遠野木工団地）を中心に、自治体、森林組合、
木材生産事業体および木材加工事業体等、地域の木材産業クラスターを構成する事業体に対し



てデータ収集のための調査を行った。そして、地域材の利用拡大と一貫生産が、地域経済および
社会、森林整備の推進に与える影響を検証した。また、地域の事業体に対して、研究成果をフィ
ードバックするための意見交換会およびワークショップを複数回にわたって実施した。 
 
４．研究成果 
(1) 研究成果の概要 
 本研究の研究成果は、以下の①～③の 3 項目にまとめられる。すなわち①SEEA、製品 LCA
および NCA の先行研究および導入事例を調査・整理して、これをもとに、メソ環境会計として、
SC・クラスターにおけるデータを整理・分析する枠組みをモデル化した。②遠野木工団地を中
心とする岩手県遠野市の木材産業クラスターを事例として、構成事業体に対してフィールドワ
ーク調査を実施し、取引数量および取引価格データを収集し、関連事業体・プロセス間における
取引関係・連鎖関係を明らかにした。このような取引関係・連鎖関係と、事業体の財務報告書に
おける雇用データとおよび財務データを、メソ環境会計モデルに適用し、地域の SC・クラスタ
ーが抱える課題を明らかにした。また、SC・クラスターが地域に生み出す経済効果・社会効果・
環境効果を明らかにした。そして、③地域の事業体に対して、研究成果をフィードバックするた
めの意見交換会およびワークショップを実施して、地域材の利用拡大と一貫生産を実現させる
ための事業体間の協力体制のあり方を、事業体とともに検討した。また、海外研究者との連携を
図り、国際的視点から地域の優位性を検討するとともに、海外研究者を遠野市に招聘する形での
国際ワークショップの開催を計画し、実現に向けて具体的な計画をたてた。 
(2) メソ環境会計の適用による遠野市の木材産業クラスターの“見える化” 
 遠野木工団地は、公と民が協同して木材
産業の活性化を図る森林理想郷という枠組
みのもと、1991 年の遠野ピアプラン第 4 次
基本計画に沿って、1993 年度から 2003 年
度までの期間に、林野庁のモデル事業とし
て建設された。豊富な森林資源を活用して、
地域材の利用を拡大し、森林整備から木材
加工に至る一貫した産地形成を進め、地域
外に出荷する木材製品の高付加価値化を図
る。このようなストーリーが、遠野木工団
地の設立の理念となっている。 
 産業団地内には、木材生産・加工に関連
する 9 つの事業体の事業所・工場があり
（2018 年 3 月末）、住宅建設からプレカッ
ト加工、集成加工、乾燥加工および製材加工等を経て、木材生産（伐採・搬出）にまで遡る SC
のプロセスの連鎖において、基本的には、ひとつの事業体がひとつのプロセスを担っている。
2015 年 3 月には、廃材を燃料加工する事業体が設立された。これらの事業体と、遠野市内の 2
つの製材所を含め、「協同組合森林のくに遠野・協同機構（協同機構）」が構成されている。 
 本研究は、協同機構に所属する事業体を実地調査して、図表 1 の様式で、マテリアルバランス
（インプット/アウトプットの取引数量）および取引価格データ等を収集し（廃材を含む）、メソ
環境会計モデルに入力した。協同機構内は取引先の事業体別に、それ以外は市内・県内等の取引
先の地域別にデータを収集した。そして、各プロセスのマテリアルバランスを、図表 2 のよう
に、行列（マトリックス）形式のインプット／アウトプット表（I/O 表）として整理し（マテリ
アルバランスマトリックス）、相互に取引関係を突きあわせた。 
 
図表 2 マテリアルバランスマトリックス（2015 年度） 

 
 図表 2 は、表頭には需要側（買い手）、表側には供給側（売り手）を掲げている。そのため、
表頭の買い手の仕入は当該列の数値（インプット）、表側の売り手の販売は当該行の数値（アウ
トプット）として表示される。単位は容積（㎥）を原則としているが、一部重量（t）を用いた。 
 マテリアルバランスマトリックスにおける物量表示の取引データに取引価格を乗じることに
よって、事業体間の取引関係は取引金額に変換できる。マトリックス形式の貨幣表示の取引関係

図表 1 取引数量・取引価格の集計様式 

需要（買い手） 伐採・搬出 原木市場 乾燥加工 集成加工 プレカット加工 住宅建設・外構部材 家具製作  建具・内外装材製作 チップ化

供給（売り手） Ｂ製材所 Ｃ製材所 Ｄ製材所 Ｅ工場 Ｆ工場 Ｇ工場 Ｈ住宅建設 Ｉ家具製作 Ｊ建具製作 Ｔバイオエナジー 森林総合センター たかむろ水光園 用材 廃材 用材 廃材 用材 廃材

伐採・搬出 6,118 6,118

原木市場 2,815 176 84 41 1,050 0 2,865 0 3,974 0 11,005

Ｂ製材所 82 2 286 88 204 1,053 1,983 4,936 2,613（絶乾t） 1,289 0 9,923㎥＋2,613Dt

Ｃ製材所 23 265 199 1 9 393㎥+4t 1,137 506 736 1,330 285 0 4,884㎥＋4t

Ｄ製材所 1 50

乾燥加工 Ｅ工場

集成加工 Ｆ工場 36 6

プレカット加工 Ｇ工場 11 441 1,177 22 114 1,765

住宅建設・外構部材 Ｈ住宅建設 180 13 865 1,021 6 720 2,805

家具製作 Ｉ家具製作

 建具・内外装材製作 Ｊ建具製作

チップ化 Ｔバイオエナジー 6 998 138 246 1,388
森林総合センター （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量）
たかむろ水光園 （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量） （供給熱量）

2,847 4,468 4,064 55 346 209

1,189 7,377 865 642 1,304

0 893 0 497 76

0 10,154 15,553 5,187 1,495 2,061 1047㎥+4t （出所）筆者作成。

販売総量
製材加工 熱利用 その他の遠野市内 その他の岩手県内 その他

Ａ森林組合

Ａ森林組合

製材加工

熱利用
（供給熱量）

その他

仕入総量

（供給熱量）
（供給熱量） （供給熱量） （供給熱量）

その他の遠野市内

その他の岩手県内

（供給熱量）

Ａ森林組合の記録（2015年1月1日
～12月31日）は1,943㎥

Ａ森林組合の記録（2015年1月1日
～12月31日）は186㎥

Ｂ製材所の記録（2015年4月1日～
2016年3月31日）にのみ数字有り

Ｃ製材所の記録（2015年6月1日～
2016年5月31日）は235㎥

他に請負分が225㎥

他に請負分が5,565㎥

他に請負分が135㎥

他に委託分が75㎥

他に請負分が75㎥

他に請負分が225㎥ 他に請負分が5,565㎥ 他に請負分が135㎥

Ａ森林組合の記録（2015年1月1日
～12月31日）は53㎥

Ｃ製材所の記録（2015年5月1日～
2016年6月31日）は257㎥

うち海外輸入が12㎥

廃材の自家消費19㎥を含めず

背板221束
（204㎥はＢ製材所の記録）

チップ330㎥、背板63束（1束＝1

㎥で計算）、バーク4t

背板209束（1束＝1㎥で計算）

端材等29t

（11㎥はＧ工場の記録）

Ａ森林組合の直営
チームによる生産
量（間伐）は3,318

㎥、その他2,800㎥
はＡ森林組合が他
事業体に生産を委
託した分（皆伐）

丸山 2018, 258-259. 



をベースに、雇用人数や関連コスト等の経営データを付け加えることで、図表 3 のように、SC・
クラスター集計マトリックスが作成される。SC・クラスター集計マトリックスは、産業クラス
ターにおける取引関係・取引金額とともに、遠野市の木材産業および木質系バイオマス事業が地
域に与える経済的・社会的・環境的な効果を説明している。 
 
図表 3 SC・クラスター集計マトリックス（2015 年度） 

 
 図表 3 は、表側の売上合計から、表頭の仕入合計（木材費）、減価償却費、労務費（給与・福
利）等を差し引くことで税引前利益が算出されるというイメージで作成されている（償却資産の
合計金額と雇用人数も掲載）。資産や費用の金額は、各事業体の 2015 年度の決算報告書の数字
を用いている。なお、図表 2 および図表 3 の数値は、事業体の会計期間にあわせて収集したデ
ータに基づいている。そのため、データの集計期間が違うため、相互の取引関係（買い手のイン
プットデータと売り手のアウトプットデータ）を突きあわせた場合、数値にズレが生じている。 
 図表 2 および図表 3 のもととなった 2015 年度データでは、集成加工を担う F 工場と、F 工場
が一体となって経営をしているＥ工場（乾燥加工）には、実地調査を行うことができなかったが、
2018 年度のデータからは、E 工場および F 工場からのデータが入力できている。 
(3) 遠野市の木材産業クラスターが抱える課題 
 図表 4 は図表 2をもとに、事業体の取引関係をマテリアルベースの割合（パーセンテージ）で
まとめた集計表である。同様に図表 5 は図表 3 をもとに、取引金額ベースで取引割合をまとめ
た集計表である。図表 4 および図表 5 を用い産業クラスターの分析を行うことによって、どの
プロセスでどのくらい地域外から木材等が流入しているのか／地域外に流出しているのか等、
産業クラスターの課題が明らかになる。 
 
図表 4 プロセス別の協同機構・市内・県内の取引割合（マテリアルベース）単位：％ 

（出所）樋口 他 2019, 116. 
 
図表 5 プロセス別の協同機構・市内・県内の取引割合（取引金額ベース）単位：％ 

（出所）樋口 他 2019, 116. 
 
 図表 4 および図表 5 にみるように、遠野市の木材産業クラスターに対する 3 年にわたる現地
調査から、①遠野市の森林から生み出された素材は約 8 割が市外に流出していること、②製材
プロセスの産出の 7 割弱が市外に流出する等、市内にある SC の上流/下流のプロセスとの取引
が少ないこと、③木材加工時の廃材の 9 割が市外に流出していることが明らかになった。特に、
乾燥加工および集成加工プロセスが SC・クラスターと切り離されていること、そして、協同機
構という公民協同の枠組みはあるものの、実際には一貫生産は実現できていないことから、政策
的な産業集積にも課題があることが浮き彫りとなった。 

需要（買い手） 伐採・搬出 原木市場 乾燥加工 集成加工 プレカット加工 住宅建設・外構部材 家具製作  建具・内外装材製作 チップ化

供給（売り手） Ｂ製材所 Ｃ製材所 Ｄ製材所 Ｅ工場 Ｆ工場 Ｇ工場 Ｈ住宅建設 Ｉ家具製作 Ｊ建具製作 Ｔバイオエナジー 森林総合センター たかむろ水光園 用材 廃材 用材 廃材 用材 廃材

伐採・搬出 62,289,609 62,289,609

原木市場 29,413,000 2,053,508 724,602 513,011 10,385,128 30,557,429 34,902,384 108,549,062

Ｂ製材所 1,989,360 46,440 11,382,120 3,838,178 221,018 37,234,080 2,033,640 152,525,160 37,437,120 43,688,160 290,395,276

Ｃ製材所 1,782,000 17,780,743 10,499,889 142,463 1,870,949 1,159,556 42,309,933 2,506,680 37,810,423 8,411,882 12,238,903 0 136,513,421

Ｄ製材所 24,489 0 24,489

乾燥加工 Ｅ工場 0

集成加工 Ｆ工場 2,856,311 1,285,956 4,142,267

プレカット加工 Ｇ工場 164,160 34,488,019 92,991,808 1,685,156 310,000 129,639,143

住宅建設・外構部材 Ｈ住宅建設 270,000 445,721 841,320 35,854,559 5,400 25,285,715 62,702,715

家具製作 Ｉ家具製作 0

 建具・内外装材製作 Ｊ建具製作 0

チップ化 Ｔバイオエナジー 22,680 3,715,740 522,260 627,480 4,888,160
森林総合センター

たかむろ水光園

26,758,016 47,420,000 44,458,050 4,333,186 17,627,499 209,000

10,472,076 72,396,000 9,015,819 46,599,085 35,973,399

0 9,989,000 0 34,639,583 10,567,052

0 99,519,701 159,218,000 57,516,737 106,208,908 80,329,473 2,023,734

23,211,745 171,474,204 275,015,721 41,597,315 664,814,820

減価償却費 6,300,903 3,117,348 16,448,224 4,209,534 386,008,649

労務費総額 48,876,778 31,260,992 66,864,792 41,147,073 4,902,558

（雇用人数） 17 11 15 13 2

5,621,973 2,312,450 47,569,752 4,301,053 253,345,194 （出所）筆者作成。

製材加工 熱利用 その他の遠野市内 その他の岩手県内 その他
売上合計

その他の岩手県内

Ａ森林組合

Ａ森林組合

製材加工

熱利用

その他の遠野市内

税引前利益 14,626,116

その他

仕入合計（木材費）
償却資産 91,846,348

コスト
9,514,867

54,585,938

18

Ａ森林組合の記録（2015年1月1日
～12月31日）は20,463,157円

Ａ森林組合の記録（2015年1月1日
～12月31日）は1,842,697円

Ｂ製材所の記録（2015年4月1日～
2016年3月31日）にのみ数字有り

Ｃ製材所の記録（2015年6月1日～
2016年5月31日）は13,440,762円

Ａ森林組合の記録（2015年1月1日
～12月31日）は644,395円

Ｃ製材所の記録（2015年6月1日～
2016年5月31日）は13,265,035円

うち海外輸入が936,041円

Ｂ製材所の記録（2015年4月1日～2016年3月31日）は
3,546,720円 Ｂ製材所の記録（2015年4月1日～

2016年3月31日）は203,040円

Ｃ製材所の記録（2015年1月1日～
2015年12月31日）は1,195,754円

Ｇ工場の記録（2015年4月1日～
2016年3月31日）は152,000円

木材センター

販売 仕入 販売 仕入 仕入（請負含） 販売 販売（請負含） 仕入 販売
木工団地/協同機構 28.3% 14.8% 9.2% 20.1% 5.0% 0.0% 1.0% 16.3% 0.0%
その他の遠野市内 9.5% 41.1% 21.1% 3.7% 3.7% 26.9% 8.7% 16.8% 0.7%
その他の岩手県内 26.0% 39.7% 54.6% 42.9% 82.8% 71.8% 88.2% 63.3% 58.2%
その他国内 36.1% 4.3% 15.1% 33.2% 8.4% 1.3% 2.1% 3.7% 41.0%
合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

製材 プレカット 住宅建設・外構部材

木材センター 廃材
販売 仕入 販売 仕入 販売 仕入 販売 販売

木工団地/協同機構 30.1% 15.4% 13.2% 19.4% 0.0% 20.1% 0.0% 3.4%
その他の遠野市内 9.6% 42.4% 21.2% 4.1% 26.7% 22.0% 0.7% 10.1%
その他の岩手県内 28.2% 37.6% 50.7% 43.9% 72.0% 44.8% 58.2% 85.9%
その他国内 32.2% 4.6% 14.9% 32.6% 1.3% 13.2% 41.1% 0.6%
合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

製材 プレカット 住宅建設・外構部材

丸山 2018, 258-259. 



 これらの解決には、乾燥加工および集成加工プロセスと、SC・クラスターとの結び付きの強
化や、住宅需要が減りつつある現状においては、熱利用・発電利用等の木質系バイオマスの利活
用を始め、地域内で新しい木材需要を生み出す取り組みが必要といえる。 
(4) 木材産業クラスターが地域に生み出す経済効果・社会効果・環境効果 
 SC・クラスター集計マトリックスには、事業体間における取引金額とともに、雇用人数・労
務費・税引前利益等が掲載されている。事業体・プロセスにおける事業収益性は SC・クラスタ
ーが地域に存在することによる経済効果であり、雇用人数および労務費（給与・福利）、地域に
まわる貨幣の量・割合（事業体間の取引規模）は、地域経済に波及する社会効果である。 
 これらの経済効果・社会効果の他に、SC・クラスター集計マトリックスには直接表れていな
いが、木質チップの製造・利用による経済効果は、重油・ガス等の化石燃料からの代替による燃
料代の節約という形で、また、環境効果は化石燃料の使用量の削減や GHG 排出量の削減という
形で、熱利用施設で生じている。地域材の利用促進は、地域材のブランド化による高付加価値化
（経済効果）や、間伐等の森林整備の促進による健全な森林の育成（環境効果）という形でも地
域に効果を生み出している。これらの効果を KPI（Key Performance Indicators）として、地域
材の利用拡大と一貫生産が、地域経済および社会、森林整備の推進に与える影響を測ることがで
きる。 
(5) 研究成果の国内外における位置付けとインパクト 
 SC を対象とした環境会計としては、カーボン会計の研究が進んでおり（大森 他 2015）、ス
コープ 3 における GHG の削減が重要視されるなかで、実務が先行してきている（八木 2019, 
350, 355-356）。それに対して、淡水、森林、鉱物等の自然資本は多用かつ地域性が高く、NCA
の研究は始まったばかりといえる。例えば、生産・利用・リサイクルにわたるアルミニウム循環
経済システムを、MFCA（Material Flow Cost Accounting）の枠組みで、企業・産業・地域と
いう 3 次元から分析するモデルがある（Zou et.al 2019）。 
 本研究は、森林から生み出される木材等を事例として、SC・クラスターを対象とした NCA の
研究および事例分析であり、国内外の環境会計研究に大きな影響を与えると期待される。 
 また、本研究の成果は、学会発表、雑誌への投稿および著書の出版として社会に発表するだけ
ではなく、自治体、森林組合および木材加工事業体等と共有して、地域の課題の解決を図るため
に、複数回にわたり意見交換会およびワークショップを実施した。海外研究者との連携を図り、
国際的視点による遠野地域の木材産業クラスターの優位性を検討するとともに、自治体および
協同機構と共催で、海外研究者を遠野市に招聘する形での国際ワークショップの開催を計画し、
実現に向けて具体的な計画をたてた。ただし、国際ワークショップは 2020 年 7 月を予定してい
たが、新型コロナの影響のため、2021 年 7 月に延期となっている。 
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